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 ｸﾞﾗﾌ1 OECD18カ国の税収構造――総課税負担と諸税収のGDP比（2006年） 
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社会保険料 

消費課税 

ペイロールタックス 
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注）国名横（）内は付加価値税の導入年 
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出典: Revenue Statistics of OECD Countries 1965-2010



0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 

デンマーク （196т） 

スウェーデン（1969） 

イタリア（1973） 

ノルウェー（1970） 

ベルギー（1971） 

オーストリア（1973） 

フィンランド（1964） 

フランス（1954） 

オランダ（1969） 

ドイツ（1968） 

イギリス（1973） 

カナダ（1991） 

ニュージーランド

（1986） 

スイス（1995） 

アイルランド（1972） 

日本（1989） 

オーストラリア（2000） 

米国（－） 

GDP比(%)  

ｸﾞﾗﾌ2 OECD18カ国の税収構造――総課税負担と諸税収のGDP比（2009年） 
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政府提案に付与された理由 世論の反対理由
1978-1979年の一般
消費税提案

財政赤字削減のための増税の必要 増税の前に政府の歳出の削減と非
効率の解消が必要

1986-1987年の売上
税提案（所得税減税
と組み合わされた歳
入中立的改革）

直接税への過大な依存を緩和する
ための構造改革の必要（税制の公
正，中立，簡素の原則が中曽根首
相により強調）

税制改革は中曽根首相の選挙公約
違反

1988年の消費税提
案（消費税による税
負担増を上回る所得
税減税を伴う）

現行の税制の課税の不平等の是正
と高齢者のための社会保障支出の
財源の確保

潜在的な反対（新しい消費課税導
入に優先する所得税改革の要求，
新税からの税収を必要とする社会
保障プログラムの提示の要求）

一般消費税 売上税 消費税
税率 5% 5% 3%
累積課税排除
の方法

帳簿（仕入れ控除）方式 税額票（インボイス）方
式

帳簿（仕入れ控除）方式

事業者免税点 年間売上高2000万円 年間売上高1億円 年間売上高3000万円

簡易課税方式 適用上限
年間売上高4000万円
みなし仕入れ率未定

適用上限
年間売上高1億円
みなし仕入れ率80％
（卸売は90％）

適用上限
年間売上高5億円
みなし仕入れ率80％
（卸売は90％）

申告納付 1年（法人は事業年度，
個人は還暦）ごと．
選択により3ヵ月ごと．

年4回，3ヵ月ごと． 基本的に年2回

表１　税制改革のアジェンダの変化

表２　一般消費税・売上税・消費税の比較

Kato Labo
タイプライターテキスト
出典：加藤淳子(1997)『税制改革と官僚制』東京大学出版会
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　　　　　　　　　　　　自国の税金に対する、収入が少ない人々の認識

高すぎる どちらかといえば高すぎる
適当である どちらかといえば低すぎる
低すぎる

(出所) International Social Survey Programme: Role of Government
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　表３－１　国際比較調査の結果　①　

Kato Labo
タイプライターテキスト

Kato Labo
タイプライターテキスト

Kato Labo
タイプライターテキスト



0%

20%

40%

60%

80%

100%
スウ
ェ
ー
デ
ン

フ
ラ
ンス

イギ
リス 日
本

オ
ース
ト
ラ
リ
ア

ニュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

カ
ナ
ダ

アメ
リ
カ
合
衆
国

　　　　　　　　  　　　自国の税金に対する、平均的な収入の人々の認識

高すぎる どちらかといえば高すぎる
適当である どちらかといえば低すぎる
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(出所) International Social Survey Programme: Role of Government
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　表３－２　国際比較調査の結果　②　
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                                          自国の税金に対する、収入の多い人々の認識 

高すぎる どちらかといえば高すぎる
適当である どちらかといえば低すぎる
低すぎる

(出所) International Social Survey Programme: Role of Government
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　表３－３　国際比較調査の結果　③　
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